
 

在宅レスパイト事業実施要綱 

 

（目的） 

第１ 県は、在宅療養者に対して、当該在宅療養者の安定した療養生活の確保と介護者の福祉の向上

を図るため、在宅レスパイト事業を行うものとし、その実施については、指定難病等に係る看護人

等派遣費用交付規則（令和６年宮城県規則第５１号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、

この要綱の定めるところによる。 

 

（定義） 

第２ この要綱において使用する用語は、特別の定めのある場合を除くほか、規則において使用する

用語の例による。 

２ この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 一 在宅療養者 指定難病等に罹患している者であって、かつ、当該指定難病等を主たる要因とし

て在宅で人工呼吸器を使用しているもののうち、県内に住所を有するものをいう。 

 二 訪問看護ステーション等医療機関 訪問看護ステーション（健康保険法（大正１１年法律第７

０号）に規定する指定訪問看護事業者が当該指定に係る訪問看護事業を行う事業所をいう。）又

は訪問看護を行うその他の医療機関をいう。 

 三 訪問介護事業所 介護保険法（平成９年法律第１２３号）に規定する指定居宅サービス事業者

が当該指定に係る居宅サービス事業を行う事業所及び障害者の日常生活及び社会生活を総合的

に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）に規定する指定障害福祉サービス事業者が

当該指定に係る障害福祉サービス事業を行う事業所をいう。 

 

（実施方法） 

第３ 県は、本事業を行うのに適当な訪問看護ステーション等医療機関及び訪問介護事業所に看護人

等の派遣を委託し、必要な費用を交付することにより行うものとする。 

２ 知事は、あらかじめ訪問看護ステーション等医療機関及び訪問介護事業所に対して本事業の実施

への協力を依頼するとともに、訪問看護ステーション等医療機関及び訪問介護事業所と在宅レスパ

イト事業に係る看護人等派遣業務委託契約書（様式第１号）により看護人等の派遣に係る委託契約

を締結するものとする。 

３ 委託契約を締結した訪問看護ステーション等医療機関及び訪問介護事業所は、受給者又は当該受

給者の介護者（以下「受給者等」という。）から看護人等派遣の申込みがあった場合は、受給者等

と利用日時を調整の上、看護人等を派遣するものとする。 

 

（交付の対象となる看護人等派遣の範囲） 

第４ 交付の対象となる看護人等派遣の範囲は、原則として受給者１人につき１月当たり４時間以内

とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、在宅療養者及び介護者の状況に鑑み、在宅の療養体制が整わない等、

緊急性が極めて高いと認められる場合は、年間４８時間の範囲内で受給者１人につき１月当たり４

時間を超える看護人等の派遣を行っても差し支えないものとする。 

 

（看護人等派遣費用の額） 

第５ 看護人等派遣費用の額は、８，５００円に実施時間（１時間に満たない実施については切捨て）

を乗じて得た額とする。 



 

 

（認定申請） 

第６ 規則第３条第２項の知事が別に定める申請書は、看護人等派遣費用受給者認定申請書（様式第

２号。以下「認定申請書」という。）とする。 

２ 認定申請書による申請は、申請者が在宅療養者の住所地を管轄する保健所長（以下「保健所長」

という。）に提出することにより行うものとする。この場合において、在宅療養者の住所地が仙台

市のときは、仙台市の各区保健福祉センターを経由して知事に提出するものとする。 

３ 前項の申請書には、難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号）第７条

第４項に規定する医療受給者証又は特定疾患に係る医療費用交付規則（平成１２年宮城県規則第９

２号）第４条第４項に規定する受給者証（以下これらを「医療受給者証」という。）の写しを添付

しなければならない。ただし、在宅療養者が他制度による公費負担医療の給付を受けている等の理

由により医療受給者証の交付を受けていない場合は、在宅療養者の指定難病等に係る臨床調査個人

票及び住民票の写しを添付しなければならない。 

 

（審査） 

第７ 知事又は保健所長（以下「知事等」という。）は、認定申請書及び添付書類を審査し、受給者

としての認定又は不認定の決定をするものとする。 

２ 保健所長は、受給者となろうとする者が受給者としての要件を満たしているか判断することが困

難な場合は、知事に意見を求めるものとする。 

３ 知事は、前項の求めがあったときは、必要に応じて、指定難病等及び遷延性意識障害対策協議会

条例（平成１７年宮城県条例第６５号）に定める「宮城県指定難病等及び遷延性意識障害対策協議

会」の意見を聴取し、回答するものとする。 

 

（通知） 

第８ 知事等は、規則第３条第３項の審査の結果、受給者と認定したときは看護人等派遣費用受給者

認定通知書（様式第３号）により、受給者と認定しないときは看護人等派遣費用受給者不認定通知

書（様式第４号）により、申請者に通知するものとする。 

２ 知事等は、規則第３条第３項の審査の結果、受給者と認定したときは、看護人等派遣費用受給者

決定通知書（様式第５号）により、訪問看護ステーション等医療機関又は訪問介護事業所に通知す

るものとする。 

 

（在宅レスパイト事業利用券） 

第９ 知事等は、規則第３条第３項の審査の結果、受給者と認定したときは、受給者に在宅レスパイ

ト事業利用券（様式第６号。以下「利用券」という。）を交付するものとする。 

２ 受給者に交付できる利用券の枚数は、１か月につき１枚とし、認定の有効期間内に交付すること

が可能な最大枚数を交付するものとする。 

３ 知事等は、看護人等派遣費用受給者台帳（様式第７号）により利用券の発行について管理するも

のとする。 

 

 （申請事項の変更） 

第１０ 受給者は、次の各号のいずれかに該当することとなったときは、第６の規定の例により、認

定申請書及び添付書類を受給者の住所地を管轄する保健所長に提出しなければならない。この場合

において、第２号に該当するときは、医療受給者証の写し、臨床調査個人票及び住民票の写しの添



 

付を省略することができる。 

⑴ 受給者の氏名又は住所に変更が生じたとき。 

⑵ 認定を受けた訪問看護ステーション等医療機関及び訪問介護事業所が変更になるとき。 

 

（認定の取消し） 

第１１ 規則第５条第２項の知事が別に定める届出書は、看護人等派遣費用受給者認定取消届（様式

第８号。以下「認定取消届」という。）とする。 

２ 規則第５条第２項の規定による届出は、申請者が受給者の住所地を管轄する保健所長に認定取消

届を提出することにより行うものとする。この場合において、受給者の住所地が仙台市のときは、

仙台市の各区保健福祉センターを経由して知事に提出するものとする。 

３ 前項の認定取消届には、未使用の利用券を添付しなければならない。 

 

（訪問看護指示書及び介護職員等喀痰吸引等指示書） 

第１２ 看護人等を派遣する訪問看護ステーション等医療機関又は訪問介護事業所は、あらかじめ本

事業を利用する受給者の主治医から、医療的ケアの内容を示した訪問看護指示書又は具体的な喀痰

吸引等の実施内容を示した介護職員等喀痰吸引等指示書の交付を受けるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、主治医が作成した訪問看護指示書において本事業における医療的ケア

の指示が併せて記載されている場合又は主治医が作成した介護職員等喀痰吸引等指示書において本

事業における具体的な喀痰吸引等の実施内容が併せて記載されている場合は、当該訪問看護指示書

又は介護職員等喀痰吸引等指示書をもって、本事業で必要となる指示書に代えることができる。 

 

（看護人等の派遣） 

第１３ 受給者等は、看護人等の派遣を希望する場合は、訪問看護ステーション等医療機関又は訪問

介護事業所と利用日時を調整の上、看護人等の派遣を申込むものとする。 

２ 受給者等は、看護人等の派遣を受けた場合は、都度、看護人等に利用券を提示するとともに、毎

月の最終利用日に派遣された看護人等に利用券を提出しなければならない。 

３ 受給者等は、１月あたり４時間を超える利用が必要な場合は、利用券にその理由を記載しなけれ

ばならない。 

 

 （申請者の自己負担） 

第１４ 知事等は、本事業を利用する受給者に対し、次に掲げる費用以外の自己負担は求めないもの

とする。 

⑴ 看護人等派遣に係る交通費 

⑵ 衛生用品等の実費相当分 

⑶ 第６の規定による認定申請に係る費用 

⑷ 第１２の規定による訪問看護指示書及び介護職員等喀痰吸引等指示書の作成に係る費用 

 

（報告） 

第１５ 保健所長は、受給者の認定状況について、看護人等派遣費用受給者認定通知書（様式第３号）

の写し、認定申請書の写し及び認定申請に係る添付書類の写しを添えて、知事に報告するものとす

る。 

２ 訪問看護ステーション等医療機関及び訪問介護事業所は、毎月の実績について、翌月の１０日ま

でに在宅レスパイト事業に係る看護人等派遣業務実績報告書（様式第９号）により、知事に報告す



 

るものとする。この場合において、月の最終利用日に看護人等を派遣した訪問看護ステーション等

医療機関及び訪問介護事業所にあっては、在宅レスパイト事業利用券（様式第６号）を添えて提出

するものとする。 

 

（看護人等派遣費用の請求） 

第１６ 訪問看護ステーション等医療機関及び訪問介護事業所は、毎月、翌月の１０日までに在宅レ

スパイト事業に係る看護人等派遣費用請求書（様式第１０号。以下「請求書」という。）を知事に

提出することにより、第５に規定する看護人等派遣費用の請求をするものとする。 

２ 知事は、前項の請求書を受理した場合は、受理した日から３０日以内に支払うものとする。 

 

（その他） 

第１７ この要綱に定めるもののほか、事業の実施について必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

この要綱は、令和６年４月１日より施行する。 

  附 則 

この要綱は、令和６年５月２８日より施行する。 

 


